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令和５年度豊かな海づくりに関する実践活動推進事業実施要領 

公益社団法人全国豊かな海づくり推進協会 

１．趣旨 

本事業は水産動植物の増殖及び養殖の推進、水産動植物の育成環境の保全、資源の適切

な管理及び都市と漁村の交流の実践等に関する活動を推進する漁業者が中心となって構成

する組織又は団体に対して必要な経費の一部を助成し、その結果を報告書として取りまと

め、関係機関に配付することにより、これらの活動を全国各地へ普及、定着促進させるこ

とに寄与するものである。 

２．対象活動 

１）水産動植物の増殖及び養殖の推進、水産動植物の育成環境の保全、資源の適切な管

理、都市と漁村の交流の実践等に関する活動とする。 

２）対象活動は都道府県からの推薦を必要とする。 

３）原則として４月１日から翌年２月末日に実施される活動とする。 

４）過去の活動に対する実績は問わない。 

３．対象団体 

１）漁業者が中心となって構成する豊かな海づくりを実践する組織又は団体であって実

践活動の実施にあたり、都道府県水産主務課、水産試験場，栽培漁業センター及び水

産業改良普及所等からの指導協力が得られること。 

２）水産・海洋系高等学校の生徒が中心となって構成する豊かな海づくりを実践する組

織又は団体であって、担当する教員等の指導・協力が得られること。 

４．基準 

１）対象団体は、原則として当協会の理事会において選定する。 

２）活動経費が当協会助成費のみでの事業は原則として対象外とする。 

３）助成対象は実践活動によって「かかり増した経費」とし、実践活動団体の構成員に

対する人件費・用船料の支払いは対象外とする。 

４）１活動に対する助成額は年４５万円を上限とするが、当協会の判断により減額する

場合がある。なお、３．２）の活動にあっては２０万円を上限とする。 

５）同一団体の同類活動への継続年数制限は最長３年間とするが、このことは３年間の

継続を担保するわけではない。 

６）推進事業実施要望活動が多い場合は、新規あるいは助成継続年数の短いものを優先

する。 

７）同一都道府県から推薦活動数は１活動とする。但し、３．２）の活動にあっては、

その限りではない。 

８）助成金の請求は、２月末日までとするが、必要があれば支出後、何時でも可とする。

なお、２月末日前に請求した場合、その後目的が達成できなく報告書の作成まで至ら

ない場合は、助成金の返金を求める場合がある。 
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５．対象団体および指導機関の義務 

１） 活動の実施にあたっては、都道府県の水産関係機関又は、担当教員等から適切な指

導を受けること。

２）活動の経過については、当協会の要請があった場合、すみやかにその現況を報告す

ること。 

３）予定した活動が終了した場合、結果報告書を当協会に提出すること。 

４）当初の計画について大きく変更する場合には、事前に当協会に連絡すること。 

５）当協会が開催する講習会や会員が開催する研修会等への出席依頼があった場合、そ

の活動等について事業対象団体及び関係機関より担当者を派遣し報告すること。 

６）特に栽培漁業・資源管理・漁場保全に関係する活動については、この実践活動によ

る成果、又は、この実践活動を発端としての活動の展開等により、地域産業への功績

があったと当該都道府県が判断した場合は、該当都道府県より全国豊かな海づくり大

会功績団体表彰として推薦すること。 

６．活動結果の報告について 

提出された結果報告は報告書として取りまとめ関係機関へ配付するので，別添活動結果

報告書執筆要領に従い作成すること。 

７．追加公募 

 令和 5年度事業の応募状況および予算の執行見込みを踏まえ、追加公募を実施する。 

８．その他 

この事業を推進するために必要であり、この実施要領に定めのない事項については当

協会がその都度決定する。 


